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は し が き

国立教育政策研究所（以下、研究所）は、国の教育政策立案に資することを目的とする文

部科学省所轄の研究機関であります。教育政策に関する総合的な国立の研究機関として、

学術的な研究活動から得た成果を、教育政策の企画 ・立案にとって有意義な知見として集

約 ・提示する立場にある本研究所は、「国立教育政策研究所中期目標」（平成18年4月 策

定）の中で、「〔目標1〕 中長期的な視点に立った戦略的な教育政策の企画 ・立案に資するた

めの理論的 ・実証的な調査研究の推進」 と、「〔目標2〕 社会の要請 に機動的に対応 した教

育政策の企画 ．立案に資するための調査研究の推進」を掲げてお ります。

この中期 目標を受けて、同研究所内の教育政策 ．評価研究部では、活動 目標 として 「【目

標1】 教育政策の歴史的展開と今後の展望を踏まえ、教育政策の立案、実施、評価の基盤

となるような基礎的 ・実証的な調査研究を推進する」ことと、「【目標2】 新 しい時代環境

に適合的な教育行財政、学校に関する制度の在 り方等について、基礎的 ・実証的な調査研

究を推進する」ことを掲げ、教育行財政（教育委員会制度や公教育費問題など）や教育（政策）

評価の在 り方など、教育政策の立案 ．実施 ・評価の基礎となるような国内外の実清や理論

動向、事柄の歴史的把握と政策史料の系統的調査を継続 して行っています。

このように同研究部では様々な調査研究を行ってきましたが、この 『教育委員会事務局

組織＜都道府県版 ＞ ―昭和45（1970）年～平成20（2008）年―』 も、同種の調査研究 として

平成19～21年 度の3年 計画で推進 されている 「都市の教育政策 と教育行政の在 り方に関

する調査研究」（以下、「調査研究」）の一環 として作成されたものです。

この資料 目録の作成にあたっては多くの方にお世話になりました。特に、国立国会図書

館、文部科学省図書館、文部科学省初等中等教育局、国立教育政策研究所教育図書館、財

団法人日本私学教育研究所教育上青報課、全国都道府県教育委員会連合会の担当者の方々に

ご協力を頂きました。ここに記 して、お礼を申し上げます。

なお、この目録は、国立教育政策研究所の本多正人 ．青木栄一の監修の下、本 「調査研

究」の研究補助者である小入羽秀敬(東 京大学大学院博士課程）が編集 ・作成にあたりま

した。

平成21(2009） 年3月

国立教育政策研究所 教育政策 ・評価研究部 総括研究官

研究代表者 本多 正人
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凡例 ：教育委員会事務局組織＜都道府県版＞― 昭和45（1970）年～平成20（2008）年―

小入羽 秀敬

本報告書は昭和45（1970）年より平成20（2008）年の各都道府県教育委員会事務局組織の部および課を一

覧にしたものである。表に記載 したものは全て 『全国教育委員会一覧』各年版より作成 した。

1．表の縦軸、横軸は以下の要領で記入 した。

○縦軸

縦軸は 「年」である。表では西暦表記 となっている。昭和31（1956）年に制定された 「地方教育行政の

組織 及び運営に関する法律」以降に着目し、昭和45（1970）年より平成20（2008）年の39年 間を扱ってい

る。ただ し、沖縄県は昭和47（1972）年以降のデータを記載している。全都道府県で各年の5月1日 時点

でのデータである。

○横軸

横軸では、教育委員会事務局組織の 「部」および 「課」を掲載 している。「部」はグレーのハイライ ト

がされてお り、ゴシック体の表記である。「課」は明朝体での表記である。太線で囲まれている課は同一

の部に属 していることを示 している。

2．本報告書における 「部」および 「課」は 『全国教育委員会一覧』各年版の組織図を参照 して作成 した。

組織図では 「部一課一係」が階層ごとに分かれており、原則 として 「部」「課」 と同階層にある組織 を

それぞれ表において 「部」「課」として記載 しているが、例外も多く含むため、具体的には下記の規則

に沿って記載した。

○ 「部」

「総務部」のように表記が 「○○部」となっているものである。ただ し、「部」とい う名称が無い場合

であつても、階層的に課の上位にあり、部と同等であると判断できる際は 「部」として扱っている （例

えば岡山県の 「同和教育指導室」など）。なお、教育次長は職を指すものであるので 「部」として扱って

いない。

○ 「課」

「総務課」のように表記が 「○○課」であるもの、または課 と同階層にある 「生徒指導室」などの他

の名称の組織を指す。ただし、課 と同階層であっても以下のものは表より除外 している。① 「図書館」「博

物館」など県教育委員会が設置 した教育施設や文化施設であると判断できるもの、②各県の 「国体準備

室」「高校教育改革室」など時限的な目的で設置 されたと判断できるもの、③ 「担当課」など下位階層に

係などが設置されていないもの、④指導主事や参事など職 名であることが明らかなもの、である。

平成12（2000） 年以降、組織改革の一環 で部や課を 「○○グループ」と改め、「部」「課」を使用 しな

い名称に変更した県 （三重県など）があるが、これ らも従来の 「部－課－係」の枠組みに当てはめて、

それぞれ 「部」 「課」に該当する名称を記載 している。
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